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はじめに 

１ 趣旨 

 埼玉県廃棄物処理基本計画は、昭和４８年に廃棄物処理計画を策定して以来、これまでに７度

の見直しを行い、廃棄物の排出削減や適正処理に取り組んできました。 

 しかしながら、本県は７００万人を超える全国第 5 位の人口とともに、廃棄物の排出量は全

国的にも高い水準です。 

 一方で、都市化の進んだ本県では、新たな最終処分場の確保は困難であり、廃棄物の排出抑制

やリサイクルの推進が大きな課題です。 

 これまで循環型社会形成推進基本法（平成 12 年法律第 110 号）をはじめ、容器包装や家庭

電化製品など各分野におけるリサイクルに関する法律や制度の整備が進み、再生利用が図られ

てきました。 

 近年、限られた資源を循環利用することで、資源循環と経済成長の両立を目指すサーキュラー

エコノミー（循環経済）が世界的にも注目されていますが、循環型社会を実現するためには経済

との両立にも目を配ることが必要です。 

 さらに、平成２３年度の東日本大震災以降、非常災害時における廃棄物の適正処理も全国的に

大きな課題となっています。実際、本県でも、令和元年の台風第１９号における浸水被害などで

大量の災害廃棄物が発生しました。このような災害廃棄物の迅速な処理のためには、産業廃棄物

処理施設の活用などが新たに求められています。 

 今後、本県では、少子高齢化や人口減少による人口構造の変化等により集積所までごみを運ぶ

ことが困難な高齢者等の支援が必要になるなど、持続可能な廃棄物処理に向けた取組も必要と

なります。 

 また、食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第 19号。以下「食品ロス削減推進

法」という。）が制定され、全ての県民による食品ロスの削減も求められています。 

 本計画は、こうした廃棄物を取り巻く様々な社会情勢の変化や新たな課題に対応するととも

に、循環型社会の形成に向けた施策を総合的かつ計画的に推進するため策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137 号。以下「廃棄物処

理法」という。）第５条の５の規定に基づき国の基本方針に則して都道府県が策定する「廃棄

物処理基本計画」として位置付けるとともに、食品ロスの削減の推進に係る基本的な方向、内

容及び重要事項については食品ロス削減推進法第 12条の規定に基づき国の食品ロスの削減の
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国

埼玉県環境基本計画

埼玉県廃棄物処理基本計画

埼玉県5か年計画

第９期埼玉県分別収集促進計画

埼玉県生活排水処理施設整備構想

埼玉県地球温暖化対策実行計画（第２期）

埼玉県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画
埼玉県災害廃棄物処理指針 等

整合

埼玉県

・一般廃棄物処理計画

・その他廃棄物関連計画

協
調

廃棄物処理法

廃棄物処理基本方針
食品ロス削減推進計画

町市 村

準拠、参考

食品ロス削減推進法

食品ロス削減推進基本方針

生活環境保全条例第18条に基づく計画

広域化・集約化に係る計画

循環型社会形成推進基本法

循環型社会形成推進基本計画

推進に関する基本方針を踏まえて県が定める「食品ロス削減推進計画」として位置付けるもの

です。 

また、埼玉県生活環境保全条例（平成 13年条例第 57号）第 18条の規定に基づく廃棄物の

発生の抑制、廃棄物の再使用、再生利用等の循環的な利用その他その適正な処理に関する基本

的な計画として位置付けます。さらに、持続可能な適正処理の確保に向けた広域化・集約化に

係る計画として位置付けます。 

加えて、埼玉県5か年計画及び埼玉県環境基本計画に掲げる個別分野の計画として主要な施

策を示すものです。また、県の廃棄物関連計画との整合・補完を図るとともに、市町村が策定

する一般廃棄物処理計画とも相互に協力、補完する関係にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１  本計画の位置付け 
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３ 計画の期間 

計画期間は令和３年度から令和７年度までの 5年間とします。 

 

 

４ 対象とする廃棄物 

本計画で対象とする廃棄物は、廃棄物処理法に規定する一般廃棄物及び産業廃棄物とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２  計画の対象とする廃棄物 

 

 

（※1）爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれのある一般廃棄物も  

      しくは産業廃棄物 

（※2）1燃え殻、2汚泥、3廃油、4廃酸、5廃アルカリ、6廃プラスチック類、7紙くず、8木くず、9繊維くず 
    10動植物性残さ、11動物系固形不要物、12 ゴムくず、13金属くず、14 ガラスくず、コンクリートくず 
    及び陶磁器くず、15鉱さい、16 がれき類、17動物のふん尿、18動物の死体、19 ばいじん、20上記 
    1～19 に掲げる産業廃棄物を処分するために処理するために処理したもので、上記の産業廃棄物に 
    該当しないもの 

生活系ごみ 

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち廃棄物処理法施行令に 
より定められた 20種類の廃棄物 ※2 

特別管理産業廃棄物 ※1 

浄化槽汚泥 

汲み取りし尿 

事業系ごみ 

し尿等 

産業廃棄物 

特別管理一般廃棄物 ※１ 

廃棄物 

一般廃棄物 

ごみ 

資源ごみ 

家庭系ごみ 


